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中国が外資規制緩和へ
今後本格化する米中首脳会談をにらみ布石を打つ
 4月10日のアジアフォーラムで、習国家主席が外資に国内市場を開放する方針を示す。既に公表済
みの政策であったり、効果が不透明な内容が含まれているとの見方も。

 中国の対米黒字額は拡大傾向を続けている。米中貿易摩擦の緩和に向け、中国がどの程度踏み込ん
だ開放策や譲歩策を示すのか注目される。

（審査確認番号2018 ‒ TB29）

図表1：習国家主席が公表した市場開放策等
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出所）図表1は各種情報、図表2はＣＥＩＣのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

図表2： 中国貿易収支（各1～3月期）

 中国の習近平（シー・ジンピン）国家主席は4月10日のアジアフォーラムの講演において、金融や自動車
等を中心に外資に国内市場を開放する方針を示しました。習氏は講演で、①大幅な市場参入制限の緩和、
②投資環境の一段の整備・拡充、③知的財産権保護の強化、④輸入の拡大の4つの柱を掲げました。以下、
それぞれの概要（予定・計画）です。

 【①について】外資が中国で証券や生命保険を営む場合、中国企業と合弁会社を作る必要があります。現
在50％以下に制限されている外資の出資比率を過半出資も認めます。習氏の講演を受け、中国人民銀行
（中央銀行）総裁は11日、出資比率の上限を6月末までに最高51％まで引き上げ、3年後には全額出資を
認めることを発表しました。自動車についても出資規制を緩和します。過半出資の対象を2017年11月の
米中首脳会議で容認した電気自動車に続き、ガソリン車にも広げます。【②について】中国は今後、内外
無差別の原則を徹底させる等、国際経済貿易ルールとのマッチングを強化します。これまでは地域限定で
あった禁止項目だけを列挙する「ネガティブリスト（禁止項目リスト）方式」を6月末までに全国に普及さ
せます。【③について】担当官庁である国家知的財産権局の拡充等によって取り締まりを強化し、知的財
産権の保護を図ります。【④について】自動車の輸入関税を大幅に引き下げると共に、世界貿易機関（Ｗ
ＴＯ）の「政府調達に関する協定」への早急な加盟を目指します。

 中国税関総署が13日発表した貿易統計によると、2018年1～3月期の対米貿易黒字は前年同期比18％増の
583億ドル（約6兆3,000億円）で、2015年1～3月期の532億ドルを抜き、過去最高を更新しました。米
国以外を含む全体の黒字額は484億ドルで、対米を除いた貿易収支は赤字だった計算になります。2018年
1～3月期の貿易黒字は前年同期比で20％減少しており、中国全体の黒字が縮小する中で中国の貿易は米国
依存度を高めつつあります。

 金融市場の開放や車の関税引き下げは既に説明されている政策の焼き直しである等、習氏が今回発表した
市場開放策は新鮮味に欠けるものや効果が不透明な内容が含まれているとの見方もあります。中国の対米
貿易黒字が拡大傾向を続ける中、今後本格化する米国の貿易赤字を巡る米中首脳会談で、どの程度踏み込
んだ開放策や譲歩策が示されるのか注目されます。

 証券・保険で外資の過半出資を容認

 自動車製造で外資の過半出資を容認

 輸入拡大へ自動車など関税下げ

 担当官庁拡充等で知的財産権の保護を強化

 外資投資の禁止項目リストを6月末までに公表

 ＷＴＯの政府調達協定への加入交渉を加速
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506（受付時間：営業日の午前9時～午後5時）
ホームページ https://www.nam.co.jp/

商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
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